


は し が き

財団法人 資産評価システム研究センターは、適切な地域政策の樹立に資するため、

地域の資産の状況及びその評価の方法に関する調査研究等の事業を実施することを目

的として設立されました。

当評価セ ンターにおける調査研究は、資産評価の基礎理論及び地方公共団体等にお

ける資産評価技法の両面にわたって、毎年度、学識経験者及び自治省並びに地方公共

団体等の関係者をもって構成する資産評価 システム、土地、家屋及び償却資産の各部

門ごとの研究委員会において行われ、その成果は、会員である地方公共団体及び関係

団体等に調査研究報告書として配布 し、活用されているところであ ります。

本年度の家屋研究委員会の調査研究テーマは、(1)積雪寒冷地域における家屋の損耗

に関する調査研究(2)潮 風の被害による家屋の損耗の状況に関する調査研究(3)プ レ

ハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系 ・鉄筋コンクリー ト系)に 係る再建築費等に関する調

査研究の3項 目であります。本報告書は、上記(3)の調査研究に属するもので、全国主

要都市における標準的なプレハブ方式構造建物の建築価額を把握すること、構造、様

式、規模等を明らかにすること及び評点水準を把握することについて調査研究を行い

ました。

この程、その調査研究の成果をとりまとめ、ここに、公表する運びとなりましたが、

この機会に、熱心にご研究、ご審議をいただきました委員及び専門員並びに実地調査

に当たり、種々ご協力を賜りました地方公共団体の関係者各位に対し、心か ら感謝申

し上げます。

なお、当評価センターは、今後とも、所期の目的にそって、事業内容の充実及び地

方公共団体等に役立つ調査研究に努力をいたす所存でありますので、地方公共団体を

はじめ関係団体の皆様のなお一層のご指導、ご援助をお願い申し上げます。

最後に、この調査研究事業は、(財旧 本船舶振興会の補助金の交付を受けて実施 した

ものであり、改めて深 く感謝の意を表するものであります。

平成5年3月

財団法人 資産評価 システム研究セ ンター

理 事 長 渡 辺 功
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調査研究の目的等

1目 的

再建築価格は、家屋の価格の構成要素 として基本的なものであり、その評価の方

式化 も比較的容易であるため、地方税(固 定資産税及び不動産取得税)に おける家

屋の評価においても再建築価格を基準とする評価方法が採用されているところであ

る。

当センターでは、もっぱ ら地方公共団体における評価実務の参考に供するため、

平成元年度からプレハブ方式構造建物(木 質系、軽量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト

系)及 び枠組壁構造建物(以 下rツ ーバイフォー方式構造建物」という。)を対象と

して全国主要都市における建築価額の実態、建築価額と再建築費評点数 との関係に

ついて調査研究を行 うこととした。

平成元年度においては、プレハブ方式構造建物(木 質系)及 びツーバイフォー方

式構造建物の調査研究、平成2年 度においては、プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨

系及び鉄筋コンクリー ト系)の 調査研究、平成3年 度においては、プレハブ方式構

造建物(木 質系)及 びツーバイフォー方式構造建物及び丸太組構法建物(ロ グハウ

ス)の 調査研究を行ったところである。

今回調査研究を行ったプレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋 コンクリー ト

系)に ついては、平成2年 度においてすでに調査研究がされているところであるが、

前回の調査研究が昭和63年度評価基準で評価された家屋を対象としていたのに対 し、

今回は平成3年 度評価基準で評価された家屋を対象としたものである。

なお、この調査研究の主な目的は次のとおりである。

① 全国主要都市における標準的なプレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コ

ンクリー ト系)の 建築価額を把握すること。

② 標準的なプレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト系)の 構造、

様式及び規模等を明らかにすること。

③ 標準的なプレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト系)に 係る

評点水準を把握するとともに、その地域差を明らかにすること。

Ⅰ
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2調 査方法

意 義

この調査は、原則として、平成3年1月2日 以降に新築 されたプレハブ方式構

造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト系)の 専用住宅で、その態様が中庸で

ある家屋を調査対象都市か らそれぞれ各10棟ずっ抽出 し、調査 ・分析することに

より、評点水準等の状況を統計的に推定 しようとするものである。

調査対象家屋

① 構造 ・用途 プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋 コンクリー ト系)

② 建 築 期 間 平成3年1月2日 以降建築のもの

③ 選 定 棟 数 都道府県庁所在都市並びに旭川市、川崎市及び北九州市ごとに、

プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト系)を

各10棟 ずつ抽出

④ 程 度 その態様が中庸なもの

(3)調 査項目

① 建築価額、再建築費評点数、評点水準

② オプションの取付状況、室数

③ その他、建築価額に関する必要事項

(4)調 査の方法

① 調査対象家屋の所在する都市の固定資産評価担当職員に対するアンケー ト調

査

② 上記の調査に基づ く当センター家屋研究委員会委員による実地調査(大 津市、

下関市、名古屋市)

-4-
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3地 域区分及び報告棟数

当報告書における地域区分及び報告棟数は表1及 び表2の とおりである。

表1地 域区分及び調査都市報告棟数

地 域

北海道

東 北

北関東

南関東

北 陸

中 部

中 京

調査都市

札 幌 市

旭 川 市

青 森 市

盛 岡 市

仙 台 市

秋 田 市

山 形 市

福 島 市

水 戸 市

宇都宮市

前 橋 市

浦 和 市

干 葉 市

特 別 区

横 浜 市

川 崎 市

新 潟 市

富 山 市

金 沢 市

福 井 市

甲府 市

長 野 市

岐 阜 市

静 岡 市

軽 量 鉄 骨 系

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

8棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

鉄筋 コンク リー ト系

2棟

0棟

0棟

0棟

6棟

0棟

1棟

0棟

0棟

4棟

1棟

10棟

10棟

2棟

10棟

9棟

10棟

3棟

3棟

10棟

0棟

10棟

0棟

4棟
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地 域

中 京

北近畿

南近畿

山 陰

山 陽

四 国

北九州

南九州

調査都市

名古屋市

津 市

大 津 市

京 都 市

奈 良 市

大 阪 市

神 戸 市

和歌山市

鳥 取 市

松 江 市

岡 山 市

広 島 市

山 口 市

徳 島 市

高 松 市

松 山 市

高 知 市

福 岡 市

北九州市

佐 賀 市

長 崎 市

熊 本 市

大 分 市

宮 崎 市

鹿児島市

那 覇 市

軽 量 鉄 骨 系

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

10棟

鉄筋 コンクリー ト系

10棟

3棟

2棟

10棟

2棟

5棟

8棟

10棟

10棟

0棟

10棟

10棟

10棟

3棟

6棟

4棟

10棟

10棟

10棟

0棟

0棟

10棟

4棟

3棟

10棟

3棟

合 計 498棟 258棟
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表2地 域別報告棟数

地 域

北海道

東 北

北関東

南関東

北 陸

中 部

中 京

北近畿

南近畿

山 陰

山 陽

四 国

北九州

南九州

合 計

軽 量 鉄 骨 系

20棟

60棟

30棟

50棟

38棟

30棟

30棟

30棟

30棟

20棟

30棟

40棟

40棟

50棟

498棟

鉄筋 コ ンク リー ト系

2棟

7棟

5棟

41棟

26棟

10棟

17棟

14棟

23棟

10棟

30棟

23棟

20棟

30棟

258棟

表1及び 表2か ら、鉄筋コンクリー ト系に関しては、各調査都市から報告された

棟数が当初予定していた10棟を下回っている調査都市が多数あり、当報告書で集計

し、分析する際にサンプル数が少ないため、特定の建物及び調査都市のデータが都

市別及び地域別の集計の結果に大きく影響をおよぼす場合がある。

4調 査結果の集計

(1)と りまとめ方

この研究成果は、調査対象都市の固定資産評価担当職員に対するアンケー ト調

査に基づいて、家屋研究委員会の委員が適宜、実地調査を行い、更に、報告され

た各データについて精査、調整の上、整理集計するとともに若干の分析を加えて

とりまとめたものである。
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(2)凡 例

収録事項の主な用語の定義等は次のとおりである。

・ 建 築 価 額 所有者が建築業者に支払った建築費(諸 経費を含む。)で

家屋評価の対象部分に相当する延べ床面積1.0㎡ 当たりの

価額

再建築費評点数 延べ床面積1.0㎡ 当たりの再建築費評点数

平 均 注記していない限り算術平均とした。

標 準 偏 差 集団を構成する個々の値が、その平均値からどれ くらい

開きがあるかを示すのに用いる平均的な幅

標準偏差の値が0と いうことは、同 じ大 きさのものの集

団であることを示 し、逆に標準偏差の値が大 きければ大 き

い程、その間に大きな開きを もつ集団であることを示す。

=総 数

i=個 々データの数値

標準偏差(S)=
=平 均値

偏 差 値 標準偏差を用 いて求 め られ る、個 々の値が その平均値か

らどれ くらい開 きがあるかを示す値

X-X

偏差値(Z)=50+×10
S

個 々のデータ数値(X)と 平均値(X)と の差を、標準

偏差(S)を 尺度 として表 した ものであ る。 したが って、

X=Xの 時Z=50、X=X±asの 時、Z=50±10aと な

る。

デ ー タ の 範 囲 データの範囲(R)=最 大 値(最 高)-最 小値(最 低)

再建築 費評点数
評 点 水 準 評点水準(%)=×100

建 築 価 額

・

●

●

(xi-X)2 n

Xi
Σ n
=

n-1 x=

-8-



Ⅱ プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 調査結果の概要

(調査対象家屋498棟)

1調 査対象家屋の状況

各調査対象都市か ら調査対象家屋として選定された家屋の状況を延べ床面積で示

すと、表3の とおりである。延べ床面積の平均は、137.33㎡ で、最高、最低は、そ

れぞれ278.49㎡ 、73.12㎡である。

表3調 査対象家屋

(単位:㎡)

最 高 最 低 平 均 標 準 偏 差1

278.49 73.12 137.33 27.94

(注)数 値は、小数点以下第3位 を四捨五入。

なお、調査対象家屋における延べ床面積の段階別区分を示 したものが図1で ある。

図1延 べ床面積の段階別区分の状況

棟
数

棟

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

75
85

95
105 125

135
145

155

165
175
185
195
205
215
225
235
245
255
265
275

延べ床面積 ㎡

2建 築価額等の概要

(1)建 築価額等の状況

建築価額等の状況を示す と表4の とおりであり、段階別区分の状況は図2-1

から2-3の とおりである。

-9-

115



表4建 築価額等の状況

区 分

(円/㎡)

建 築 価 額

(点/㎡)

再建築費評点数

(%)

評 点 水 準

最 高

298,988

107,806

68.37

最 低

106,697

52,394

25.93

平 均

153,748

73,157

48.41

標 準 偏 差

26,151

8,111

6.83

(注)1.建 築価額及び再建築費評点数は、小数点以下四捨五入。

2.評 点水準は小数点以下第3位 を四捨五入。

建築価額についてみると、データの範囲192,291円 、標準偏差の平均に対する

割合は0.170で あり、再建築費評点数にっいては、それぞれ55,412点 、0.111であ

る。

建築価額のデータの範囲が大 きい理由は、調査対象家屋の品等、オプションの

取付状況、施工の程度差の他に、取引上の個別的特殊事情が反映 されていると考

えられる。

図2-1建 築価額の段階別区分の状況
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図2-2 再建築費評点数の段階別区分の状況
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図2-3 評点水準の段階別区分の状況
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建築価額等 の地域差

① 概 要

ア 建築価額

建築価額のデータの概要 は11)の表4の とお りであ るが、 これ を調査対象都

市 ごとに示す と図3の とお りであ る。各数値 は、各調査対象都市別に平均 し

た もので あ り、全調査家屋 のデータであ る表4と は若干異 なる。

建築価額の高い都市 は、高 い方か ら川 崎市、特別区、那覇市、大阪市、京

都市であ り、逆 に低 い都市は、低 い方 か ら金沢市、鳥取 市、 山口市、青森市、

秋田市であ る。

また、建築価額の高 い5都 市の偏差値 は、それ ぞれ80、76、65、60、58で

あるのに対 し、低 い5都 市の偏差値 は、それぞれ40、42、43、43、43、 とな

って いる。

図3建 築価額g都 市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値につ いて は、巻末の計 数資料を参照。

イ 再建築費評点数

再建築費評点数のデータの概要は(1)の表4の とおりであるが、これを調査

対象都市ごとに示すと図4の とお りである。各数値は、各調査対象都市別に

平均 したものであり、全調査家屋のデータである表4と は若干異なる。
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再建築費評点数の高い都市 は、高い方か ら札 幌市、大阪市、山形市、川崎

市、岐阜 市であ り、逆に低 い都市 は、低 い方か ら長野市、鳥取 市、松江市、

佐賀市、津市であ る。

また、再建築費評点数の高い5都 市の偏差値 は、それぞれ79、71、63、62、

59で あるのに対 し、低 い5都 市の偏差値は、それぞれ35、37、38、39、39と

な っている。

図4再 建築費評点数の都市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値 にっいては、巻末 の計数資料 を参照。

ウ 評点水準

評点水準のデー タの概要 は(1)の表4の とお りであ るが、 これを調査対象都

市 ごとに示す と図5の とお りで ある。各数値 は各調査対象都市別に平均 した

ものであ り、全調査家屋のデータで ある表4と は若干異 な る。

評点水準の高い都市は、高い方か ら山形市、松 山市、札幌市、旭川市、秋

田市であ り、逆に低い都市 は、低い方か ら那覇市、特別区、川崎市、松江市、

長 野市であ る。

,また、評点水準の高 い5都 市の偏差値 は、それぞれ67、65、63、62、61で

あるのに対 し、低い5都 市の偏差値 は、それぞれ30、32、32、39、40と な っ

ている。
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図5評 点水準の都市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値については、巻末の計数資料を参照。

② 地域差

ア 建築価額における地域差

全国を14地域に区分 し、各地域の建築価額の平均を示 したものが図6で あ

る。

図6建 築価額の地域別比較
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図6を みると、南関東(190,289円/㎡)が 最 も高 く、つ いで中京(157,510

円/㎡)が 高 くなってお り、逆 に低 い方で は、北陸(140,449円/㎡)が 最 も

低 く、つ いで北九州(144,096円/㎡)と なってい る。高 い方で は、南関東 に
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つ いては、特に川崎市(232,432円/㎡)と 特別区(221,966円/㎡)が 全調査

対象都市平均(153,748円/㎡)を 大 き く上 回 ってい る。低 い方では、北陸に

いては、特に金沢市(128,461円/㎡)が 全調査対象都市平均を大 きく下回

ってい る。

また、図3で 示 された各調査対象都市のデータを各都道府県別に表 した も

のが図7で あ る。

つ

また、図3で 示された各調査対象都市のデータを各都道府県別に表 したも

のが図7で ある。

図7建 築価額の都道府県別状況
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イ 再建築費評点数における地域差

アと同様に、全国を14地域に区分 し各地域の再建築費評点数の平均を示 し

た ものが図8で ある。

図8再 建築費評点数の地域別比較
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図8を みると、北海道(88,056点/㎡)が 最 も高 く、ついで南近畿(78,357

点/㎡)が 高 くな ってお り、逆 に低 い方では、山陰(63,099点/㎡)が 最 も

低 く、ついで北陸(67,171点/㎡)と な っている。

高 い方 では、北 海道 にっ いて は2市 と も全調査 対象市平均(73,157点/

㎡)を 上回 ってお り、特に札 幌市(96,952点/㎡)に っいては、全調査対象

都 市平均よ りかな り高 くな っている。低 い方では、 山陰につ いて は2市 とも

全調査対象都市平均を下回 っている。

また、図4で 示された各調査対象都市のデータを各所在 都道府県別に表 し

た ものが図9で あ る。
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図9再 建築費評点数の都道府県別状況
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ウ 評点水準における地域差

ア、イと同様に、全国を14地域に区分し各地域の評点水準の平均を示 した

ものが図10で ある。

図10評 点水準の地域別比較
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図10を み ると、北海道(56.88%)が 最 も高 く、っ いで東北(53.5%)が 高

くなってお り、逆 に低 い方で は、南関東(41.12%)が 最 も低 く、つ いで南九

州(44.03%)と なって いる。

高い方では、北海道 にっ いては札幌市(57.11%)及 び旭川 市(56.65%)が

全調査対象都市平均(48.41%)を 大 きく上回 ってお り、評点水準が高 いとい

え る。低 い方で は、南関東 にっいて は特 に特別区(35.94%)、 川 崎 市(36.13

%)が 全調査対象都市平均を大 きく下回 ってお り、評点水準が低 い。 この二

つの都市に関 して は報告のあ った建物の建築価額が高 いのが原 因 と思われ る。

また、各調査対象都市のデー タを各所在都道府県別 に表 した ものが図11で

ある。
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図11評 点水準の都道府県別状況
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これが、地域の特性による ものか否 かは、家屋 の個別的事情 、た とえば、

家屋の程度等 も関連す るため、 当該データか らは一概には判断 で きない、た

とえば、京都 市が低い理 由(42.27%)と しては、建築価額は全国平均153,748

円/㎡ を上回 る価額(175,834円/㎡)に もかかわ らず、再 建築費評点数 は全

国平均73,157点/㎡ とほぼ同 じ評点数(74,136点/㎡)に な って いるためで

あ ろう。

次に、データ全体 をみると、データの範囲25.49%、 標準偏差の平均 に対

す る割合0.114、 標準偏差区間におけるデー タの数 は33個 であ り、全デー タの

66.00%を 占めている。

これは評点水準 にお いて も、建築価額 や再建築費評点数 と同様 にかな りの

偏差があ ることを示 してい る。 しか し、評点水準 は凡 例で示 したとお り、建

築価額 と再建築費評点数の関係で定ま るものであ り、具体 的には両者 の比較

関連 を行 うことによ って分析す ることとなる。 このため、両者の散布図を表

す と図12の とお りとな り、相関係数は0.301、 回帰式(図 中の直線の式)はY

=(再 建築費評点数)=aX(建 築価額)+b 、a=0.104158、b=57,159.2

となっている。

図12再 建築費評点数 と建築価額の関係
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相関係数から見る限りは、建築価額と再建築費評点数に関連性を見出すこ

とは難 しい。
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3オ プシ ョンの取付状況等

(1)オ プシ ョンの取 付状況

オプシ ョンの取付状況 を全調査家屋 につ いてみると、図13の とお り40.4%の 家

屋についてオプシ ョンが施工 されている。

図13オ プ シ ョンの取付状況

取付なし

(59.6%)

取付あり

(40.4%)

オプシ ョンで主な ものは、バル コニー(ベ ラ ンダ、テラス等を含む。)、出窓、

ドア、造 り付 け家具、 システムキ ッチ ン、温水洗浄便座、床下収納庫等であ る。

(2)室 数の状況

室数 は、6室 が最 も多 く、全棟数の33.73%を 占め る。以下7室 、5室 、8室 、

4室 、9室 、10室 の順 である。室数の分布状況を表 したのが図14で あ る。

図14室 数の分布状況
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プ レハ ブ方 式構造 建 物(鉄 筋 コ ンク リー ト系)の

調 査 結 果 の 概 要(調 査 対 象 家 屋258棟)

1調 査対象家屋の状況

各調査対象都市から調査対象家屋として選定された家屋の状況を延べ床面積で示

す と、表5の とおりである。延べ床面積の平均は、145.63㎡ で、最高、最低は、そ

れぞれ299.20㎡ 、66.26㎡である。

表5調 査対象家屋の延べ床面積の状況

(単位:㎡)

最 高
最 低 平 均 標 準 偏 差

(注)数 値は、小数点以下第3位 を四捨五入。(注)数 値は、小数点以下第3位 を四捨五入。

なお、調査対象家屋の延べ床面積の段階別区分の状況を示 したものが図15で ある。

図15延 べ床面積の段階別区分の状況
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2建 築価額等の概要

(1)建 築価額等の状況

建築価額等の状況を示すと表6の とお りであり、段階別区分の状況図16-1か

ら16-3ま でのとおりである。
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表6建 築価額等の状況

区 分

(円/㎡)

建 築 価 額

(点/㎡)

再建築費評点数

(%)

評 点 水 準

最 高

364,674

131,261

70.87

最 低

114,099

56,398

23.36

平 均

169,171

78,829

47.60

標 準 偏 差

30,689

8,468

7.12

(注)1.建 築価額及び再建築費評点数は、小数点以下四捨五入。

2.評 点水準は小数点以下第3位 を四捨五入。

建築価額にっいてみると、データの範囲250,575円 、標準偏差の平均に対する

割合は0.181で あり、再建築費評点数にっいては、それぞれ74,863点 、0.107であ

る。建築価額のデータの範囲が大きい理由は、調査対象家屋の品等、オプション

の取付状況、施工の程度差の他に、取引上の個別的特殊事情が反映されていると

考え られる。

図16-1建 築価額の段階別区分の状況
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図16-2再 建築費評点数の段階別区分の状況
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図16-3評 点水準の段階別区分の状況
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なお、この調査に当たって各調査都市及び地域から報告 された棟数は表7及 び

表8の とおりである。
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表7調 査都市報告棟数

地 域

北海道

東 北

北関東

南関東

北 陸

中 部

中 京

北近畿

南近畿

山 陰

調査都市

札 幌 市

旭 川 市

青 森 市

盛 岡 市

仙 台 市

秋 田 市

山 形 市

福 島 市

水 戸 市

宇都宮市

前 橋 市

浦 和 市

千 葉 市

特 別 区

横 浜 市

川 崎 市

新 潟 市

富 山 市

金 沢 市

福 井 市

甲 府 市

長 野 市

岐 阜 市

静 岡 市

名古屋市

津 市

大 津 市

京 都 市

奈 良 市

大 阪 市

神 戸 市

和歌山市

鳥 取 市

松 江 市

報 告 棟 数

2棟

0棟

0棟

0棟

6棟

0棟

1棟

0棟

0棟

4棟

1棟

10棟

10棟

2棟

10棟

9棟

10棟

3棟

3棟

10棟

0棟

10棟

0棟

4棟

10棟

3棟

2棟

10棟

2棟

5棟

8棟

10棟

10棟

0棟

山 陽

四 国

北九州

南九州

岡 山 市

広 島 市

山 口 市

徳 島 市

高 松 市

松 山 市

高 知 市

福 岡 市

北九州市

佐 賀 市

長 崎 市

熊 本 市

大 分 市

宮 崎 市

鹿児島市

那 覇 市

10棟

10棟

10棟

3棟

6棟

4棟

10棟

10棟

10棟

0棟

0棟

10棟

4棟

3棟

10棟

3棟

合 計 258棟

表8地 域別報告棟数

地 域

北海道

東 北

北関東

南関東

北 陸

中 部

中 京

北近畿

南近畿

山 陰

山 陽

四 国

北九州

南九州

合 計

表8地 域別報告棟数

報 告 棟 数

2棟

7棟

5棟

41棟

26棟

10棟

17棟

棟

23棟

10棟

30棟

23棟

20棟

30棟

258棟

14
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表7及 び表8よ り、各調査都市か ら報告された棟数が、当初予定 していた10棟

を下回っている調査都市が多数ある。そのため当報告書で集計 し、分析す る際に

は、サンプル数が少ないため、特定の建物及び調査都市のデータが集計の結果に

おおきく影響をおよぼす場合がある。

(2)建 築価額等の地域差

① 概 要

ア 建築価額

建築価額のデータの概要は(1)の表6の とおりであるが、これを調査対象都

市ごとに示す と図17の とおりである。各数値は、各調査対象都市別に平均 し

たものであり、全調査家屋のデータである表6と は若干異なる。

建築価額の高い都市は、高い方から川崎市、神戸市、仙台市、千葉市、特

別区であり、逆に低い都市は、低い方から奈良市、金沢市、前橋市、山口市、

鹿児島市である。

また、建築価額の高い5都 市の偏差値は、それぞれ71、66、60、59、58、

であるのに対し、低い5都 市の偏差値は、それぞれ36、38、39、40、41と な

っている。

なお、奈良市、金沢市及び前橋市の建築価額が低いのは、調査対象家屋が

数棟 しかなく、それらの家屋の建築価額が低いためである。

図17建 築価額の都市別比較
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(注)各 調査対象都市 の数値 につ いては、巻末 の計数資料を参照。
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イ 再建築費評点数

再建築費評点数のデータの概要は、(1)の表6の とおりであるが、これを調

査対象都市ごとに示すと図18の とお りである。各数値は、各調査対象都市別

に平均 したものであり、全調査家屋のデータである表6と は若干異なる。

再建築費評点数の高い都市は、高い方から札幌市、大阪市、名古屋市、特

別区、山形市であり、逆に低い都市は、低い方か ら奈良市、長野市、鳥取市、

那覇市、津市である。

また、再建築費評点数の高い5都 市の偏差値は、それぞれ99、70、65、64、

60であるのに対 し、低い5都 市の偏差値は、それぞれ35、36、37、38、40と

なっている。

なお、札幌市及び特別区の再建築費評点数が高い理由については、該当家

屋が1、2棟 しかなく、それらの家屋の再建築費評点数が高いためである。

また、奈良市、那覇市及び津市の再建築費評点数が低いのは、該当家屋が

2、3棟 しかなく、それ らの家屋の再建築費評点数が低いためである。

図18再 建築費評点数の都市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値にっいては、巻末の計数資料を参照。

ウ 評点水準

評点水準のデータの概要は、(1)の表6の とおりであるが、これを調査対象

都市ごとに示すと図19の とおりである。各数値は各調査対象都市別に平均 し
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た ものであ り、全調査家屋のデー タである表6と は若干異な る。

評点水準の高 い都市は、高い方 か ら札幌市、金沢 市、 山形市、徳 島市、松

山市であ り、逆に低 い都市 は、低 い方か ら川崎市、神戸市、仙台市、那覇市、

大津市である。

また、評点水準の高 い5都 市の偏差値 は、それぞれ75、67、65、64、62で

あるのに対 し、低 い5都 市の偏差値 は、それぞれ31、35、41、41、43と な っ

て いる。

図19評 点水準の都市別比較
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(注)各 調査対象都市の数値については、巻末 の計数資料を参照。

② 地域差

ア 建築価額 におけ る地域差

全 国を14地 域に区分 し、各地 域の建築価額の平均を示 した ものが図20で あ

る。

図20を み ると、東北(192,142円/㎡)が 高 く、つ いで北海道(183,257円/

㎡)が 高 くな ってお り、逆 に低 い方では、山陰(140,823円/㎡)が 最 も低 く

なってい る。

高い方で は、東北にっいて は、仙台市が全調査対象都市平均(169,171円/

㎡)を 大 き く上回 っているためである。低 い方で は、山陰 にっ いて は、鳥取

市が全調査都市平均 を下回 ってい るためである。
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図20建 築価額の地域別比較
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また、図17に 占めされた各調査対象都市のデータを各所在都道府県別に表

したのが図21である。
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図21建 築価額の都道府県別状況

(単 位:円/㎡)
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イ 再建築費評点数における地域差

アと同様に、全国を14地域に区分 し各地域の再建築費評 の平均を示し

たものが図22である。

図22再 建築費評点数の地域別比較
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図22をみると、北海道(119,978点/㎡)が 最も高く、っいで中京(85,443

点/㎡)が 高 くなっており、逆に低い方では、中部が最 も低 く、ついで山陰

となっている。

高い方では、北海道については札幌市(119,978点/㎡)が 全調査対象都市

平均(78,829点/㎡)を 大きく上回っており、また、中京については、特に

名古屋市(91,783点/㎡)の 再建築費評点数が高 く、平均よりかなり高いと

いえる。札幌市の再建築費評点数が高くなっているのは、積雪 ・寒冷地域と

して、基礎、外部仕上げ等の点数が相対的に高くなっているためである。低

い方では、中部については長野市が全調査対象都市の平均を下回っており、

山陰で も同様に、鳥取市が全調査対象都市の平均を下回っているためである。

また、図18に示された各調査対象都市のデータを各所在都道府県別に表 し

たものが図23で ある。
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図23再 建築費評点数の都道府県別状況
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ウ 評点水準における地域差

ア、イと同様に、全国を14地域に区分 し各地域の評点水準の平均を示 した

ものが図24で ある。

図24評 点水準の地域別比較
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図24を み ると、北海道(65.39%)が 最 も高 く、ついで南九州(51.09%)が

高 くな ってお り、逆 に低い方 で は、南 関東(42.02%)が 低 く、つ いで東北

(43.37%)と な って いる。

高 い方では、北海道 につ いて は、札幌市(65.39%)が 全調査対象都市平均

(47.60%)を 大 き く上回 ってお り、評点水準が高い といえ る。低い方で は、

南関東については、特に川崎市(33.92%)が 全調査対象都 市平均を大 き く下

回 ってお り、評点水準が低 いといえ る。

また、各調査対象都市のデータを各所在都道府 県別 に表 した ものが図25で

あ る。
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図25評 点水準の都道府県別状況
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これが、地域 の特性によ るものか否 かは、家屋の個別的事情 、たとえば、

家屋の程度等 も関連す るため、当該デー タか らは一概 には判断で きない、た

とえば、川 崎市が低い理 由(33.92%)と しては、建築価額は全国平均169,171

円/㎡ を上回 る価額(232,355円/㎡)に もかかわ らず、再建築費評 点数 は全

国平均78,829点/㎡ とほぼ同 じ評点数(76,542点/㎡)に な って いるためで

あろ う。

次に、デー タ全体をみると、デー タの範囲31.47%、 標準偏差の平均 に対

す る割合0.131、 標準偏差 区間 におけ るデータの数 は28個 で あ り、全 データの

71.79%を 占めている。

これ は評点水準にお いて も、建築価額や再建築費評点数 と同様にかな りの

偏差が あることを示 してい る。 しか し、評点水準 は凡例で示 したとお り、建

築価額 と再建築費評点数の関係 で定 まる ものであ り、具体的には両者の比較

関連を行 うことによ って分析す ることとなる。 このため、両者の散布図を表

す と図26の とお りとな り、相関係数 は0.384、 回帰式(図 中の直線の式)はY

=(再 建築費評点数)=aX(建 築価額)+b、a=0.153691、b=53920.7

となっている。

図26再 建築費評点数 と建築価額の関係

再
建
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相関係数から見る限りは、建築価額 と再建築費評点数に関連を見出すこと

は難 しい。
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3オ プ シ ョンの取付状況等

(1)オ プシ ョンの取付状況

オ プシ ョンの取付状況を全調査家屋につ いて見 ると、図27の とお り38.2%の 家

屋につ いてオ プシ ョンが施工 されて いる。

図27オ プ ションの取付状 況

取付 な し

(61.8%)

取付あり

( 38.2%)

オ プシ ョンで主な もの は、バルコニー(ベ ラ ンダ、テラス等を含 む。)、システ

ムキ ッチ ン、 出窓、床下収納庫等であ る。

(2)室 数の状況

室数 は、7室 が最 も多 く、24.4%を しめる。以下 、6室 、5室 、8室 、9室 と

い う順 である。室数の分布状況 を表 したのが図28で ある。

図28室 数の分布状況
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平 成2年 度 調 査 との比 較

1プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 建築価額等の比較

(1)建 築価額の状況

平成2年 度に行った調査研究における建築価額の状況と、今回、平成4年 度に

行ったものを比較 したのが、表9で ある。

表9プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 建築価額の状況

(単位:円/㎡)

Ⅳ

区 分

平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対する割合

平 成2年 度

137,189

21,812

15.90

平 成4年 度

153,748

26,151

17.01

平2対 比

1.12

1.20

1.07

平 均

145,469

23,982

16.46

平成2年 度調査と比較すると建築価額については、全調査家屋の平均で約1.12

倍、標準偏差の平均に対する割合で約1.07倍 となっており、このことか ら、過去

2年 間で建築価額が上昇 し、個々の家屋の建築価額の散 らばりも広がっている。

また、建築価額の上昇率が高かった上位5都 市の建築価額等の状況は、表10の

とおりである。

表10建 築価額の上昇率が高い都市上位5位

(単位:円/㎡)

都 市 名

徳 島 市

特 別 区

川 崎 市

高 松 市

那 覇 市

平 成4年 度

143,303

221,966

232,432

159,450

192,487

平 成2年 度

76,432

137,021

168,172

120,507

152,162

平4/平2

1.87倍

1.62倍

1.38倍

1.32倍

1.27倍
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徳島市及び高松市については、前回の調査時の建築価額が低かったため上昇率

が高 くなったと考え られる。

また、特別区及び川崎市については、オプション等が取 り付けられた施工の程

度のよい建物が多 く建てられるようになったと考えられる。

(2)再 建築費評点数の比較

平成2年 度に行った調査研究における再建築費評点数の状況 と、今回、平成4

年度に行ったものを比較 したのが、表11で ある。

表11プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 再建築費評点数の状況

(単位:点/㎡)

区 分

平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対する割合

平 成2年 度

67,829

8,552

12.61

平 成4年 度

73,157

8,111

11.09

平2対 比

1.08

0.95

0.88

平 均

70,493

8,332

11.85

平成2年 度調査と比較すると、再建築費評点数については、全調査家屋の平均

で約1.08倍 、標準偏差の平均に対する割合で約0.95倍 となっている。 このことか

ら、過去2年 間で再建築費評点数は上昇 し、個々の家屋の再建築費評点数の散ら

ばりは狭 くなっている。

また、再建築費評点数の上昇率が高かった上位5都 市の再建築費評点数の状況

等は、表12の とおりである。
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表12再 建築費評点数の上昇率が高い上位5都 市

(単位点/㎡)

都 市 名

川 崎 市

大 津 市

秋 田 市

徳 島 市

仙 台 市

平 成4年 度

82,901

73,941

76,941

77,893

79,008

平 成2年 度

64,619

58,766

61,041

64,518

66,152

平4/平2

1.28倍

1.26倍

1.25倍

1.21倍

1.19倍

(3)評 点水準の比較

平成2年 度調査における評点水準の状況と、今回、平成4年 度に行 ったものを

比較 したのが、表13で ある。

表13プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 評点水準の状況

(単位:%)

区 分

平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対する割合

平 成2年 度

50.22

7.88

15.69

平 成4年 度

48.41

6.83

14.11

平2対 比

0.96

0.87

0.90

平 均

49.32

7.36

14.90

平成2年 度調査と比較す ると、評点水準については、全調査家屋の平均で約

0.96倍、標準偏差の平均に対する割合で約0.90倍 となっている。このことか ら、

過去2年 間で評点水準は下がり、個々の家屋の評点水準の散らばりは狭くなって

いる。

(4)床 面積の比較

平成2年 度の調査における床面積の状況 と、今回、平成4年 度に行ったものを

比較したのが、表14で ある。
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表14プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 床面積の状況

(単位:㎡)

区 分

平 均(A)

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対す る割合

新築住宅持家の

平均床面積(B)

A/B

平 成2年 度

134.26

26.83

19.98

133.66

1.00

平 成4年 度

137.33

27.94

20.35

137.28

1.00

平2対 比

1.02

1.04

1.02

1.03

0.99

平 均

135.80

27.39

20.17

135.47

1.00

(注)1.新 築住宅持家の平均床面積は、建築統計年報(平 成2年 度版、平成

4年度版)32表 による。

2.新 築住宅は、全ての構造を含むものである。

平成2年 度の調査 と比較すると床面積は、全調査家屋の平均で約1.02倍 、標準

偏差の平均に対す る割合で約1.02倍 となっている。このことか ら、過去2年 間で

床面積が若干広くなり、個々の家屋の床面積の散 らばりもやや広がっている。

また、新築住宅持家の平均床面積 と比較するとほぼ同 じ面積 となっている。

2プ レハブ方式構造建物(鉄 筋コンク リー ト系)の 建築価額等の比較

(1)建 築価額の比較

平成2年 度の調査における建築価額の状況と、今回、平成4年 度に行ったもの

を比較 したのが、表15で ある。

表15プ レハブ方式構造建物(鉄 筋 コンクリー ト系)の 建築価額の状況

(単位:円/㎡)

区 分

平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対する割合

平 成2年 度

142,684

25,173

17.64

平 成4年 度

169,171

30,689

18.14

平2対 比

1.19

1.22

1.03

平 均

155,928

27,931

17.89
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平成2年 度の調査と比較すると、建築価額については、全調査家屋の平均で約

1.19倍、標準偏差の平均に対する割合で約1.03倍 となっている。このことから、

過去2年 間で建築価額が上昇 し、個々の家屋の建築価額の散 らばりが若干広がっ

ている。

また、建築価額の上昇率が高かった上位5都 市の建築価額等の状況は、表16の

とおりである。

表16建 築価額の上昇率が高い上位5都 市

(単位:円/㎡)

都 市 名

大 分 市

徳 島 市

神 戸 市

富 山 市

千 葉 市

平 成4年 度

150,724

148,047

218,450

178,881

198,193

平 成2年 度

88,531

91,092

145,672

130,999

149,918

平4/平2

1.70倍

1.63倍

1.50倍

1.33倍

1.32倍

大分市、徳島市及び富山市については、報告された棟数がいずれも3、4棟 程

度であり、建築価額の上昇率が高いのは、そのためと考えられる。

また、神戸市及び千葉市については、施工の程度のよい建物が多 く建て られる

ようになったためと考えられる。

(2)再 建築費評点数の比較

平成2年 度の調査における再建築費評点数の状況 と、今回、平成4年 度に行っ

たものを比較 したものが、表17で ある。

平成2年 度調査と比較すると再建築費評点数については、全調査家屋の平均で

約1.06倍 、標準偏差の平均に対する割合で約1.00倍 となっている。このことか ら、

過去2年 間で再建築費評点数は上昇したが、再建築費評点数の散らばりは、平成

2年 度調査時と変化がなかった。
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表17プ レハブ方式構造建物(鉄 筋コンク ト系)の 再建築費評点数の状況

(単位:点/㎡)

区 分

平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対する割合

平 成2年 度

74,374

7,957

10.70

平 成4年 度

78,829

8,468

10.74

平2対 比

1.06

1.06

1.00

平 均

76,602

8,213

10.72

リ ー

また、再建築費評点数の上昇率が高かった上位5都 市の再建築費評点数の状況

等は、表18の とおりである。

表18再 建築費評点数の上昇率が高い上位5都 市

(単位:点/㎡)

都 市 名

札 幌 市

仙 台 市

名 古 屋 市

熊 本 市

広 島 市

平 成4年 度

119,978

80,317

91,783

81,874

73,965

平 成2年 度

97,504

68,684

80,029

71,464

65,069

平4/平2

1.23倍

1.17倍

1.15倍

1.15倍

1.14倍

(3)評 点水準の比較

平成2年 度調査における評点水準の状況と、今回、平成4年 度に行ったものを

比較 したものが、表19で ある。

表19プ レハブ方式構造建物(鉄 筋コンク ト系)の 評点水準の状況

(単位:%)

区 分

平 均

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対する割合

平 成2年 度

53.43

9.45

17.69

平 成4年 度

47.60

7.12

14.96

平2対 比

0.89

0.75

0.85

平 均

50.52

8.29

16.33
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平成2年 度調査 と比較すると評点水準については、全調査家屋の平均で約0.89

倍、標準偏差の平均に対する割合で約0.85倍 となっている。 このことか ら、過去

2年 間で評点水準は下がり、個々の家屋の評点数の散 らばりは狭 くなっている。

(4)床 面積の比較

平成2年 度の調査研究における床面積の状況と、今回、平成4年 度に行ったも

のを比較 したものが、表20である。

表20プ レハブ方式構造建物(鉄 筋コンク ト系)の 床面積の状況

(単位:㎡)

区 分

平 均(A)

標 準 偏 差

標準偏差の平均

に対す る割合

新築住宅持家の

平均床面積(B)

A/B

平 成2年 度

143.38

31.42

21.91

133.66

1.07

平 成4年 度

145.63

36.88

25.32

137.28

1.06

平2対 比

1.02

1.17

1.16

1.03

0.99

平 均

144.51

34.15

23.62

135.47

1.07

リ ー

(注)1.新 築住宅持家の平均床面積は、建築統計年報(平 成2年 度版、平成

4年 度版)32表 による。

2.新 築住宅は、全ての構造を含むものである。

平成2年 度の調査 と比較すると床面積は、全調査家屋の平均で約1.02倍 、標準

偏差の平均に対する割合で約1.16倍 となっている。 このことか ら、過去2年 間で

床面積が若干広 くなり、個々の家屋の床面積の散らばりも広が っている。

また、新築住宅持家の平均床面積と比較すると、床面積がやや広 くなっている。
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プ レハブメーカー調査編



調 査 研 究 の 目 的 等

1目 的

今回のプレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋 コンクリー ト系)の 調査に当

たって、プレハブメーカーに調査を行 ったが、この調査研究の目的は以下のとおり

である。

① プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋コンクリー ト系)の メーカーの建

築棟数、構造、価格、主な資材及び標準量等の過去10年の変化の傾向を把握する

こと。

② 軽量鉄骨系及び鉄筋 コンクリー ト系の各プレハブメーカーのプレハブ方式構造

建物の特徴を把握すること。

2調 査方法

(1)意 義

本調査は、プレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び昧筋コンクリー ト系)の 製

造を行っているプレハブメーカーにアンケー ト調査を行い、昭和56年 度、昭和61

年度及び平成3年 度のデータよりプ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系及び鉄筋 コ

ンクリー ト系)の 過去10年 間の変化の傾向を把握 しようとするものである。

(2)調 査項目

① 調査対象メーカーの年間建築(供 給)棟 数及び床面積別建築(供 給)棟 数の

比率

② 調査対象メーカーの代表的な建物の階高、床面積、価格、1㎡ 当たりの価格、

価格構成、原価構成、資材及び標準量

(3)調 査対象メーカー

代表的なプレハブメーカー16社(軽 量鉄骨系9社 、鉄筋コンクリー ト系7社)

に調査アンケー トを送付 し10社(軽 量鉄骨系7社 、鉄筋コンク ト系3社)か

ら有効回答を得た。

Ⅰ

リ ー
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3調 査結果の集計

(1)と りまとめ方

この研究成果は、代表的なプレハブメーカーに対 してのアンケー ト調査並びに

当センターの家屋研究委員会の委員が、適宜、実地調査を行い、更に、報告され

た各データにっいて精査、調整の上、整理集計するとともに、若干の分析を加え

て取 りまとめたものである。

(2)凡 例

収録事項の主な用語の定義等は次のとおりである。

・ 床 面 積 注記 していない限り延べ床面積とした。

・ 代表的な建物 各年度で各メーカーの最多販の建物とした。
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Ⅱ プ レハ ブ方 式 構 造 建 物(軽 量 鉄 骨 系)メ ー カ ー調 査

1建 築榛数の変化

各メーカーの昭和56年度、昭和61年 度及び平成3年 度の建築(供 給)棟 数の合計

を表 したのが図29で ある。過去10年 間で建築棟数は約1.9倍 になっており、建築棟

数は過去10年 間で増加 してきている。

図29年 間の建築(供 給)棟 数の推移(各 社合計)

単
位

千
棟

50

40
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20

10

0

25.8

33.6

47.7

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

2床 面積別建築棟数の比率の変化について

全調査対象メーカーが昭和56年度、昭和61年度及び平成3年 度に建築(供 給)し

た建物の床面積割合を表 したのが図30で ある。

昭和56年 度は90㎡以上120㎡ 未満の床面積区分の建物が最 も多 く全体の55.0%を

占めていたが、昭和61年度には40.6%、 平成3年 度には23.1%と なっており、 この

区分の床面積の割合は減少 してきている。

また、120㎡以上の床面積の建物は、過去10年 間で増加 しており、特に120㎡ 以上

150㎡未満の区分の床面積の建物は、平成3年 度においては全棟数の39.5%の 割合

を占めており、各床面積区分の中で最 も多い区分 となっている。
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図30過 去10年 間の床面積割合の推移
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16㎡ 未 満 60㎡ ～90㎡ 190㎡ ～120㎡ 120㎡ ～150㎡ 150㎡ 以上

3各 メーカーの代表的な建物の階高、床面積及び価格等の変化について

(1)階 高

各メーカーの代表的な建物の階高の平均を表 したのが図31で ある。過去10年間

での階高の奪化はあまりなか丸

図31代 表的な建物の階高の推移(平 均)

単
位

m

3

2.5

2

1.5

1

0.5

0

2.77 2.79 2.81

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

(2)床 面積

各メーカーの代表的な建物の床面積の平均を表 したのが図32で ある。過去10年

間で床面積は約1.27倍 になっており、床面積は過去10年 間で広 くなってきている。
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図32代 表的な建物の床面積の推移(平 均)

単
位

㎡

150

140

130

120

110

100
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40
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20
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0
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123.75

140.87

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

(3)価 格

各メーカーの代表的な建物の価格の各年度における平均を表 したのが図33で あ

る。過去10年 間で価格は約1.93倍 となっており、過去10年間で高 くなってきてい

る。

図33代 表的な建物の価格の推移(平 均)

単
位

百
万
円

25

20

15

10

5

0

15.9

22.5

11.7

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

(4)1㎡ 当た りの価格

各 メーカーの代表的な建物の各年度におけ る1㎡ 当た りの価格の平均を表 した

のが図34で ある。過去10年 間で1㎡ 当た りの価格 は約1.51倍 とな ってお り、1㎡

当た りの価格は、過去10年 間で高 くなって きてい る。
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図34代 表的な建物1㎡ 当たりの価格の推移(平 均)

単
位

千
円
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140

120

100

80

60

40

20

0

103.55

126.27

156.94

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

4各 メーカーの代表的な建物の価格及び原価構成について

(1)価 格構成

各年度における各メーカーの代表的な建物の価格構成を平均 し、昭和56年度、

昭和61年度及び平成3年 度を比較 したものが図35で ある。過去10年 間で主体構造

部の割合が低 くなり、設備費の割合が高くなってきている。

図35代 表的な建物の価格構成の推移(平 均)

単
位

%

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

5.6 7

12.07

8.271

1 6.47

47.53

5.65

13.15

18.15

16. 78

46.2 7

8.27

15.87

18.67

17.13

40.06

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

主体構造部 外装費 内装費 設備費 ,その他

(2)原 価構成

各年度における各メーカーの代表的な建物の価格構成を平均 し、昭和56年度、

昭和61年度及び平成3年 度を比較 したものが図36で ある。過去10年 間で現場労務

費の割合が増加 してきている。
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図36代 表的な建物の原価構成の推移(平 均)

単
位

%
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40
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15.49

4.99

46.90

29.29

1.23

17.20

4.66

47.63

30. 93

1.27

18.43

5.23

44.14

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

材料費 工場等労務費 現場労務費 工場等償却費 その他

5各 メーカーの代表的な建物における各部分の主な資材について

各メーカーの代表的な建物における各部分別の主な資材を表 したものが、表21

から表29で ある。

各社の使用している資材を見ると異なる部分が多 く、また、過去10年間の部分

別の変化としては、外壁仕上げのノンアスベス ト化や床仕上げの木質化が進んで

いることが認め られる。

表21床 組構造

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

昭 和56年 度

ALC板

鉄 製 フ レー ム

木 製 根太

鋼 製 床梁 、木 根 太

木 造 東立+木 根 太 床

木 製 根太パ
ーテ ィクル ボ ー ド

合 成床

床 束 、大 引 の上 に木 製

パ ネ ル

木 造 床組

鋼 製 床梁 、 木根 太

木 製 束、 大 引、 床 合 板

昭 和61年 度

ALC板

鉄 製 フ レー ム

木 製 根 太

鋼 製 床 梁 、木 根 太

木 造 束 立+木 根 太 床

木 製 根 太パ
ーテ ィ クル ボー ド

合 成 床

床束 、 大 引の 上 に木 製

パ ネ ル

木 造 床 組

鋼 製 床 梁 、木 根 太

木 製 束 、 大 引、 床 合 板

平 成3年 度

ALC板

鉄製 フ レーム

木製根太

鋼製床梁、木根太

鋼製束立+木 根太床

木製根太パーテ ィクルボー ド
合成床

床束 、大引の上に木製

パネル

木造 床組
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表22外 周壁骨組

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

ALC板

鉄 桟 骨組

木製 パ ネ ル

鋼 製 フ レー ム

木製 パ ネ ル

ブレキャスタプル軽 量 気 泡 コン

クリートパネル

鉄枠 パ ネ ル

両面 貼 鉄 製 フ レー ムパ

ネ ル

鋼 製 柱 ・耐 力 プ レース

木製 パ ネ ル

昭 和61年 度

ALC板

鉄 桟骨 組

木 製パ ネル

鋼 製 フ レー ム

木 製 パ ネ ル

プレキャスタブル軽 量 気 泡 コン

クリートパネル

鉄 枠 パ ネル

両 面貼 鉄 製 フ レームパ

ネ ル

鋼 製柱 ・耐 力 プ レー ス

木 製 パ ネ ル

平 成3年 度

ALC板

鉄 桟骨 組

木 製パ ネル

鋼 製 フ レー ム

木 製 パ ネル

プレキャスタプル軽 量 気 泡 コン

鉄 枠パ ネル

両 面貼 鉄 製 フ レー ムパ

ネ ル

鋼 製柱 ・耐 力 プ レー ス

木 製パ ネル

クーリ トパネル

木製複合パネル

表23間 仕切骨組

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

昭 和56年 度

木製 パ ネル

木製 パ ネル

木製 パ ネ ル

木製 パ ネル

木製 パ ネ ル

木 製 パ ネ ル

木 製 間 柱 、胴 縁 、 石 膏

ボ ー ド組 立

昭 和61年 度

木 製 パ ネ ル

木 製 パ ネ ル

木 製 パ ネル

木 製 パ ネル

木 製 パ ネル

木 製パ ネル

木製 間 柱 、 胴 縁 、石 膏

ボ ー ド組 立

平 成3年 度

木 製 パ ネル

木 製 パ ネル

木 製パ ネル

木 製パ ネル

木 製パ ネル

木製 パ ネ ル

木製 間 柱 、胴 縁 、 石 膏

ボ ー ド組立
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表24基 礎

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

昭 和56年 度

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

昭 和61年 度

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

平 成3年 度

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

布基礎

表25外 壁仕上げ

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

表25外 壁仕上げ

昭 和56年 度

ALC板 合 成 樹脂 系 防

水済 吹 付

塗装 アル ミタ ト壁

石綿 セ メ ン ト板+樹 脂

系 塗料

ブレキャスタブル軽 量 気 泡 コン

クリートパネル

石 綿 セ メ ン ト板

合 成樹 脂 塗 装仕 上

石 綿 セ メ ン トパ ー ライ

ト板 ア ク リル 系吹 付

着 色 エ ンボ ス

石綿 セ メ ン ト板

昭 和61年 度

ALC板 合 成 樹 脂 系 防

水 済 吹付

塗 装 ア ル ミタ ト壁

セ メ ン ト防火 板

リシ ン吹 付

プレキャスタブル軽 量 気 泡 コン

ク トパネル

パ ル プ混 入 エ トリ ンガ

石 綿 セ メ ン トパ ー ラ イ

ト板 ア ク リル 系 吹付

防火 サ イ ヂ ン グ板

ア ク リル 系 厚 吹

リー

イ トセ メ ン ト板
合成樹脂塗装仕上

平 成3年 度

ALC板 合 成 樹 脂 系 防

水 済 吹 付

塗 装 アル ミタ ト壁

セ メ ン ト防 火板

リ シ ン吹付

プレキャスタブル軽 量 気 泡 コン

パネル

樹脂 塗 装 仕上

石綿 セ メ ン トパ ー ライ

ト板 ア ク リル 系吹 付

防 火 サ イヂ ン グ板

ア ク リル系 厚 吹

クリ トバネルクリート

繊維 混 入 フ ラ イ ア シ ュ
ス ラ グセ メ ン ト板 合 成
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表26内 壁仕上げ

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

昭 和56年 度

ビニ ール ク ロス

布 ク ロス

ビニ ール ク ロス

ビニ ー ル ク ロス

プ リン ト合 板

石 膏 ボ ー ド下地 ビニ ー

ル ク ロス貼

ビニ ール ク ロス

石 膏 ボ ー ド下地 ビニ ー

ル ク ロス貼

ビニ ー ル ク ロス

布 ク ロス

昭 和61年 度

ビニ ール ク ロス

布 ク ロ ス

ビニ ール ク ロス

ビニ ー ル ク ロス

石膏 ボ ー ド下地 ビニ ー

ル クロ ス貼

ビニ ール ク ロス

石膏 ボ ー ド下地 ビニー

ル ク ロ ス貼

ビニ ール ク ロス

布 ク ロ ス

平 成3年 度

ビニ ー ル ク ロス

布 ク ロ ス

ビニ ール ク ロス

ビニ ー ル ク ロス

石 膏 ボ ー ド下地 ビニ ー

ル ク ロ ス貼

ビニ ー ル ク ロス

石 膏 ボ ー ド下地 ビニ ー

ル ク ロ ス貼

ビニ ール ク ロス

布 ク ロ ス

表27床 仕上げ

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

昭 和56年 度

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

ク ッ シ ョ ン フ ロ ア
フ ロ ー リ ン グ

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

た たみ
寄 木 フ ロア
ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

寄 木 フ ロア
ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

昭 和61年 度

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

た た み 、 カ ー ペ ッ トク
ッ シ ョ ン フ ロ ア
フ ロ ー リ ン グ

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

平 成3年 度

た た み 、 カ ー ペ ッ ト
ク ッ シ ョ ン フ ロ ア
フ ロ ー リ ン グ

た た み 、 カ ー ペ ッ トク
ッ シ ョ ン フ ロ ア
フ ロ ー リ ン グ

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

ク ッ シ ョ ン フ ロ ア
カ ラ ー フ ロ ア

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

た た み

木 質 フ ロ ア

たた み
寄 木 フ ロア
ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

た た み 、 カ ー ペ ッ ト

銘 木 フ ロア
ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

たたみ
寄 木 フ ロア
ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

た た み 、 カ ー ペ ッ ト
銘木 フ ロア
ク ッ シ ョ ン フ ロ ア

-56-



表28天 井仕上げ

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

昭 和56年 度

ビニ ール クロ ス

布 クロ ス
プ リ ン ト合板

ビ ニ ー ル ク ロ ス

プ リン ト合 板

ビ ニ ー ル ク ロ ス

吸音繊維板
杉柾合板敷 目天井

石 膏 ボー ド下 地 ビニ ー

ル クロ ス貼

化粧 吸音板ロックウール

化 粧 石膏 ボー ド

石 膏 ボ ー ド下地 ビニ ー

ル ク ロス貼

ビ ニ ー ル ク ロ ス

布 ク ロス

ビ ニ ー ル ク ロ ス
布 ク ロ ス
プ リ ン ト合 板

ビ ニ ー ル ク ロ ス

プ リ ン ト合 板

ビ ニ ー ル ク ロ ス

杉柾合板敷 目天井

石 膏 ボ ー ド下 地 ビニ ー

ル ク ロ ス貼

化粧 ロックウール吸音板

化粧 石 膏 ボー ド

石膏 ボ ー ド下 地 ビニ ー

ル ク ロス貼

ビ ニ ー ル ク ロ ス

布 ク ロス

平 成3年 度

ビ ニ ー ル ク ロ ス

布 ク ロス
プ リン ト合板

ビ ニ ー ル ク ロ ス

プ リ ン ト合 板

ビニ ール ク ロス

杉 柾 合 板 敷 目天井

石膏 ボ ー ド下 地 ビニ ー

ル ク ロス貼

化粧 ロックウール吸音板

ビ ニ ー ル ク ロ ス

石 膏 ボー ド下地 ビニ ー

ル ク ロ ス貼

ビニ ール ク ロス

布 クロ ス

表29屋 根仕上げ

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

昭 和56年 度

防 水 シー ト

塩 ビ鋼 板折 板

着 色 セ メ ン ト板

着 色 セ メ ン ト板

屋 根 用 石綿 ス レー ト

カ ラ ーベ ス トコ ロニ ア

ル 茸

着 色 石綿 セ メ ン ト板

表29屋 根仕上げ

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

昭 和61年 度

防 水 シー ト

塩 ビ鋼 板 折板

採 色 ス レー ト茸

着 色 セ メ ン ト板

屋 根 用 石綿 ス レー ト

カ ラ ーベ ス トコ ロニ ア

ル茸

着色 石綿 セ メ ン ト板

表29屋 根仕上げ

A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

平 成3年 度

防水 シ ー ト

塩 ビ鋼 板 折 板

採 色 ス レー ト茸

着 色 セ メ ン ト板

屋 根 用 石 綿 ス レー ト

カ ラ ーベ ス トコ ロニ ア

ル 茸

着 色 石 綿 セ メ ン ト板

-57-



6各 メーカーの代表的な建物の標準量の変化について

各メーカーに対 し、部分別に各標準量を調査 したところ、図37か ら図44の とおり

であった。

図37主 体構造部(軽 量鉄骨)標 準量別会社数の推移

会
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社

7

6

5

4

3

2

1

0

0

2

0

2

3

0

1

2

2

1

1

1

2

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度
単位:延 べ床面積1㎡ 当たり使用量(t)

0.晒 未 満 0.035～0.040 0.040～0.045 0.045～0.050 0.050以 上

図38外 周壁骨組標準量別会社数の推移
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単位:延 べ床面積1㎡ 当たり使用量(㎡)

未満 0.9～1.1 1.1～1.3 1.3～1.5 1.5以 上0.9
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図39間 仕切骨組標準量別会社数の推移
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図40外 部仕上げ標準量別会社数の推移
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図41内 部仕上げ標準量別会社数の推移
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図42屋 根仕上げ標準量別会社数の推移
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図43外 部建具標準量別会社数の推移
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図44内 部建具標準量別会社数の推移
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7プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 今後の変化について

調査対象メーカーの担当者に対 し、今後のプレハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)

の変化についてアンケー ト調査を実施 し、主な回答をまとめたものが、表30で ある。

表30プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)の 今後の変化について

回 答 内 容

施工合理化、工期の短期化のための建物の開発が進む。

省エネ住宅等の環境問題に対応 した建物の開発が進む。

高齢化時代に対応 した建物の開発が進む。

消費者のー ズの多様化に対応する住宅の開発が進む。

専門技能を必要 としない施工方法の開発が進む。

建物の三階指向が進む。

街と調和のとれた建物の開発が進む。

貿易摩擦との関連で海外資材の使用が多 くなる。

外壁資材の性能(断 熱性、防音性等)の アップ。

建物の大型化が進む(床 面積の増加)。

設備機器の発達。

内装、外装等の本物指向が進む。

●

会 社 数

3社

3社

3社

2社

2社

1社

1社

1社

1社

1社

1社

1社

(注)一つ の会社の回答が複数の項目にわたる場合は、複数の項目に

入れてある。

表30の アンケー ト結果か らみると、現場工期の短縮、専門技術者を必要としない

建物の開発等が進むと考えている会社が複数見られる。また、消費者のー ズに答

えるために建物の多様化が進む と考えている会社 も複数見られ、この二つ のアン

ケー ト回答か ら、今後はプレハブ化率が進むものの規格製品の大量生産ではな く、

工場で多種多様な建物を少量生産するようになると考え られる。
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Ⅲ プ レハ ブ方 式 構造 建 物(鉄 筋 コ ンク リー ト系)メ ー カー調 査

1建 築棟数の変化

各メーカーの昭和56年 度、昭和61年 度及び平成3年 度の建築(供 給)棟 数の合計

を表したものが図45で ある。過去10年 間で建築棟数は約0.55倍 になっており、建築

棟数は過去10年 間で減少 してきている。

図45年 間の建築(供 給)棟 数の推移(各 社合計)

単
位

千
棟

4

3

2

1

0

8.8

3.2

2.1

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

2床 面積別建築棟数の比率の変化について

全調査対象メーカーが昭和56年度、昭和61年度及び平成3年 度に建築(供 給)し

た建物の床面積割合を表したのが図46で ある。

昭和56年度は90㎡以上120㎡ 未満の床面積区分の建物が最 も多 く全体の47.5%を 占

めていたが、昭和61年度には37.5%、 平成3年 度には12.7%と なっており、この区

分の床面積の割合は減少 してきている。

また、120㎡以上の床面積の建物は、過去10年間で増加 しており、特に120㎡ 以上

150㎡ 未満の区分の床面積の建物は、平成3年 度においては全棟数の43.2%の 割合

を占めてお り、各床面積区分の中で最も多い区分 となっている。
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図46過 去10年 間の床面積割合の推移
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3各 メーカーの代表的な建物の階高、床面積及び価格等の変化について

(1)階 高

各メーカーの代表的な建物の階高の平均を表 したのが図47である。過去10年 間

での階高の変化はあまりなかった。

図47代 表的な建物の階高の推移(平 均)
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(2)床 面積

各メーカーの代表的な建物の床面積の平均を表 したのが図48で ある。過去10年

間で床面積は約1.10倍 になっており、床面積は過去10年 間で広 くなってきている。

図48代 表的な建物の床面積の推移(平 均)
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(3)価 格

各メーカーの代表的な建物の価格の各年度における平均を表 したのが図49で あ

る。過去10年 間で価格は約1.88倍 となっており、床面積は過去10年 間で高 くなっ

てきている。

図49代 表的な建物の価格の推移(平 均)

単
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(4)1㎡ 当たりの価格

各メーカーの建物の各年度における1㎡ 当たりの価格の平均を表 したのが図50

である。過去10年 間で1㎡ 当たりの価格は約1.69倍 となってお り、1㎡ 当たりの

価格は、過去10年 間で高くなってきている。

図50代 表的な建物1㎡ 当たりの価格の推移(平 均)
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4各 メーカーの代表的な建物の価格及び原価構成について

(1)価 格構成

各年度における各メーカーの代表的な建物の価格構成を平均 し、昭和56年 度、

昭和61年度及び平成3年 度を比較 したものが図51で ある。過去10年 間で主体構造

部の割合が低 くなり、設備費の割合が高 くなってきている。

図51代 表的な建物の価格構成の推移(平 均)
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-66 -



(2)原 価構成

各年度における各メーカーの代表的な建物の原価構成を平均 し、昭和56年 度、

昭和61年度及び平成3年 度を比較 したものが図52で ある。過去10年 間で現場労務

費の割合が増加 してきている。

図52代 表的な建物の原価構成の推移(平 均)
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5各 メーカーの代表的な建物における各部分の主な資材について

各メーカーの代表的な建物における各部分の主な資材を表 したものが、表31か ら

表37で ある。

各社の使用 している資材を見ると異なっている部分が多 く、また、過去10年 間の

変化としては、床仕上げの木質化が進んだことが認め られる。

表31基 礎

A社

B社

C社

昭 和56年 度

布基礎

布基礎

布基礎

昭 和61年 度

布基礎

布基礎

布基礎

平 成3年 度

布基礎

布基礎

布基礎

表32間 仕切骨組

A社

B社

C社

昭 和56年 度

コンクリー トパ ネル

木造

木製胴縁石膏 ボー ド貼

プレキャストコンクリート板

木製骨組

昭 和61年 度

コンクリー トパ ネル

木造

木製胴縁石膏 ボー ド貼

コンクリート板

木製骨組

平 成3年 度

コンクリー トパネル

木造

木製胴縁石膏ボー ド貼

コンク 板

木製骨組

リート
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表33外 壁仕上げ

A社

B社

C社

昭 和56年 度

合成樹脂吹付塗装

鉄筋コンクリートパネル

吹付タイル

アクリル系エマルジョ

ン吹付

昭 和61年 度

合成樹脂吹付塗装

鉄筋コンクリートパネル

吹付 タイル

アクリル系エマルジョ

ン吹付

平 成3年 度

合成樹脂吹付塗装

鉄筋コンク パネル

吹付タイル

アクリル系エマルジョ

ン吹付

リート

表34内 壁仕上げ

A社

B社

C社

昭 和56年 度

ビニールクロス

塗装

プリント合板

化粧合板

昭 和61年 度

ビニールクロス

ビニール クロス

ビニールクロス

平 成3年 度

ビニール クロス

ビニール クロス

ビニール クロス

表35床 仕上げ

A社

B社

C社

昭 和56年 度

たたみ

じゅうたん
ク ッシ ョンフロア

たたみ

パ ンチカーペ ッ ト

たたみ

ア クリル カーペ ッ ト
合成 フロア

昭 和61年 度

たたみ
じゅうたん

クッシ ョンフロア

たたみ

木質 フロア

たたみ
アク リルカーペ ッ ト
縁 甲フロー リング

平 成3年 度

たたみ

じゅうたん
ク ッシ ョンフロア

たたみ

木質 フロア

たたみ
ア ク リルカーペ ッ ト

縁 甲フロー リング
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表36天 井仕上げ

A社

B社

C社

昭 和56年 度

ビニールクロス

化粧石膏ボー ド

ビニールクロス

化粧石膏ボー ド

杉柾化粧合板

昭 和61年 度

ビニール クロス

化粧石膏ボー ド

ビニールクロス

ビニールクロス

杉柾化粧合板

平 成3年 度

ビニールクロス

化粧石膏ボー ド

ビニールクロス

ビニールクロス

杉柾化粧合板

表37屋 根仕上げ

A社

B社

C社

招 和一56年 度

ウレタン塗膜防水

ウレタン塗膜防水

ウレタン塗膜防水

昭 和61年 度

ウレタン塗膜防水

ウレタン塗膜防水

シー ト防水

平 成3年 度

ウレタン塗膜防水

ウレタン塗膜防水

シー ト防水
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6各 メーカーの代表的な建物の標準量の変化について

各メーカーに対 し、部分別に各標準量の調査を行ったところ、結果は図53か ら図

59のとおりであった。

図53主 体構造部標準量別会社数の推移
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図54間 仕切骨組標準量別会社数の推移
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図55外 部仕上げ標準量別会社数の推移
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図56内 部仕上げ標準量別会社数の推移
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図57屋 根仕上げ標準量別会社数の推移
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図58外 部建具標準量別会社数の推移
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図59内 部建具標準量別会社数の推移
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7プ レハブ方式構造建物(鉄 筋コンクリー ト系)の 今後の変化について

調査対象メーカーの担当者に、今後のプレハブ方式構造建物(鉄 筋コンクリー ト

系)の 変化についてアンケー ト調査を実施 し、主な回答をまとめたものが、表38で

ある。

表38プ レハブ方式構造建物(鉄 筋 コンクリー ト系)の 今後の変化について

回 答 内 容

耐久性及び耐火性のアップ。

1基本的な変化はない。

軽量鉄骨系等と組み合わせた混構造の建物の出現。

コス ト指向の規格型が増加する。

資材不足により代替え資材への変化が進む。

現場作業の合理化。

建物の大型化が進む(床 面積の増加)。

設備機器の発達。

会 社 数

2社

1社

1社

1社

1社

1社

1社

1社

(注)一つ の会社の回答が複数の項目にわたる場合は、複数の項目に

入れてある。

調査対象の会社数が少ないため、複数回答がなされた項目は少ないが現場作業の

合理化、設備機器の発達が進む等の傾向は、軽量鉄骨系と同じ傾向であると考え ら

れる。
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お わ り に

現在のところ固定資産評価基準には、プレハブ方式構造建物の再建築費評点基準表

は定められてなく、地方税法第388条 第3項 の規定による自治大臣の技術的援助とし

て、プレハブ方式構造建物(木 質系、軽量鉄骨系、鉄筋コンクリー ト系)の 評価基準

を準則として市町村に示 しているところである。市町村か らは、プレハブ住宅の普及

率が年々着実に伸びていることか ら、準則ではなくて評価基準の中に定めて欲しいと

の意見が聞かれる。 しかしながら、プレハブ工法がまだ発展途上にあり、建築工法の

変動が予想され、固定資産評価基準 とするには不安定な要素が多いと指摘 されており、

当分の間現行のままで取り扱われることが適当とされている。

今回の調査研究において、プレハブメーカー(軽 量鉄骨系、鉄筋 コンクリー ト系)

に調査を実施したところ、過去10年間で価格構成や資材等の変化が認められた。また、

メーカー担当者の今後のプレハブ方式構造建物の変化の予想についても、プレハブ化

率が進む、多種多様な建物の少量生産が進む等の回答が得 られ、プレハブ工法がまだ

発展途上にあることが確認できたものと考え られる。今後、今回の調査の対象となっ

ていなかった木質系のプレハブメーカーにも調査を実施 し、今回と同様の検討を行 う

ことは意義があるものと考え られる。

Ⅳ
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(参 考)計 数 資料

1プ レハブ方式構造建物(軽 量鉄骨系)

調査対象都市別の建築価額等の状況(平 均)

調査対象

都 市

札 幌 市

旭 川 市

青 森 市

盛 岡 市

仙 台 市

秋 田 市

山 形 市

福 島 市

水 戸 市

宇都宮市

前 橋 市

浦 和 市

千 葉 市

特 別 区

横 浜 市

川 崎 市

新 潟 市

富 山 市

金 沢 市

福 井 市

甲 府 市

長 野 市

岐 阜 市

建 築 価 額

(円/㎡)

170,487

139,809

134,645

150,658

159,039

136,558

139,490

149,691

148,203

151,128

155,869

163,164

169,570

221,966

164,313

232,432

137,563

147,344

128,461

149,806

167,699

146,538

146,444

再 建 築 費 評 点 数

(点/㎡)

96,952

79,160

71,305

73,169

79,008

76,134

83,462

78,461

71,894

75,016

75,062

74,196

74,913

75,322

70,224

82,901

71,557

57,863

66,479

69,966

73,130

60,588

80,415

評 点 水 準

(%)

57.11

56.65

53.07

49.11

50.13

56.10

60.03

52.55

48.96

49.78

48.32

46.22

44.54

35.94

42.77

36.13

52.48

49.66

52.12

47.12

44.44

41.66

54.87

延 べ 床 面 積

(㎡)

122.16

126.15

157.56

141.55

139.44

128.60

148.76

124.45

137.11

138.54

141.30

124.76

137.57

141.77

123.74

153.58

146.74

137.31

151.46

141.85

138.80

126.39

149.87
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調査対象

都 市

静 岡 市

名古屋市

津 市

大 津 市

京 都 市

大 阪 市

神 戸 市

奈 良 市

和歌山市

鳥 取 市

松 江 市

岡 山 市

広 島 市

山 口 市

徳 島 市

高 松 市

松 山 市

高 知 市

福 岡 市

北九州市

佐 賀 市

長 崎 市

熊 本 市

大 分 市

宮 崎 市

鹿児島市

那 覇 市

建 築 価 額

(円/㎡)

169,684

151,290

151,557

156,026

175,834

180,356

141,219

138,569

141,993

132,863

157,574

157,567

145,633

134,329

143,303

159,450

137,987

151,887

148,933

136,994

144,839

145,618

145,292

146,590

148,223

139,146

192,487

再 建 築 費 評 点 数

(点/㎡)

78,529

80,034

64,380

73,941

74,136

90,576

66,302

66,490

78,193

63,016

63,182

70,771

69,977

69,984

77,893

68,078

80,367

67,858

73,209

72,255

63,850

71,763

72,591

66,120

70,068

67,700

64,797

評 点 水 準

(%)

46.64

52.90

42.84

48.27

42.27

50.45

46.98

48.15

55.08

47.55

40.59

45.59

48.20

52.36

54.55

42.77

58.35

44.71

49.27

52.76

44.75

49.70

50.00

45.46

47.36

48.77

34.54

延 べ 床 面 積

(㎡)

135.53

149.00

142.03

154.77

139.37

176.91

107.42

136.86

134.38

113.03

137.34

132.38

130.34

127.48

143.12

148.67

127.71

127.84

132.67

120.62

147.11

130.43

144.22

140.46

126.86

117.52

163.12
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2プ レハブ方式構造建物(鉄 筋コンクリー ト系)

調査対象都市別の建築価額等の状況(平 均)

調査対象

都 市

札 幌 市

仙 台 市

山 形 市

宇都宮市

前 橋 市

浦 和 市

千 葉 市

特 別 区

横 浜 市

川 崎 市

新 潟 市

富 山 市

金 沢 市

福 井 市

長 野 市

静 岡 市

名古屋市

津 市

大 津 市

京 都 市

大 阪 市

神 戸 市

奈 良 市

和歌山市

鳥 取 市

建 築 価 額

(円/㎡)

183,257

199,155

150,064

182,367

136,713

190,478

198,193

194,025

186,094

232,355

173,667

173,881

132,838

144,263

142,737

170,991

187,555

165,819

169,562

178,950

191,376

218,450

127,142

143,892

140,823

再 建 築 費 評 点 数

(点/㎡)

119,978

80,317

87,648

84,722

71,918

81,907

86,925

90,730

84,063

76,542

77,540

79,907

79,198

79,640

66,689

80,850

91,783

70,433

71,920

79,555

96,139

78,139

65,861

79,100

68,124

評 点 水 準

(%)

65.39

40.87

58.40

46.48

52.61

43.19

43.95

46.78

45.24

33.92

45.19

46.08

59.70

55.89

47.11

50.38

49.20

42.72

42.41

44.77

50.52

36.72

51.80

55.00

48.66

延 べ 床 面 積

(㎡)

138.22

148.36

139.94

158.66

160.46

111.72

139.61

185.43

142.90

138.94

141.29

179.69

181.24

163.75

132.82

152.40

162.67

124.58

131.91

175.94

164.69

135.27

154.54

172.26

119.51
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調査対象

都 市

岡 山 市

広 島 市

山 口 市

徳 島 市

高 松 市

松 山 市

高 知 市

福 岡 市

北九州市

熊 本 市

大 分 市

宮 崎 市

鹿児島市

那 覇 市

建 築 価 額

(円/㎡)

161,108

152,928

139,529

148,047

174,188

152,495

176,793

176,811

159,540

160,216

150,724

147,895

140,321

168,295

再 建 築 費 評 点 数

(点/㎡)

73,745

73,965

72,591

85,619

73,480

85,603

79,696

77,040

78,785

81,874

70,663

77,664

76,075

69,083

評 点 水 準

(%)

46.54

48.86

52.13

57.88

42.41

56.31

45.11

43.61

49.52

51.19

48.52

52.52

54.65

41.24

延 べ 床 面 積

(㎡)

145.86

124.23

129.10

191.34

141.75

133.99

139.29

137.20

139.43

172.99

131.97

161.95

140.05

141.73
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様 式1

プ レ ハブ 方 式 構 造 建 物(鉄 骨 系 及び 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト系)に 係る● ● ● 査 ●

1.調 査対 象 家屋 の選定

ア.専 用住 宅で 、プ レハ ブ方 式 構造建 物(軽量 鉄骨 系及び 鉄 筋 コン ク リー ト系)。

イ.平 成3年1月2日 以 降新 築 の もので 、建築費 等 が確認 で きるもの とす る。

ウ.各 家 屋 とも、 その態様 が中庸 な もの で、地 階の な いもの とす る。

2.記 載 要領

「評価水準等の調査表」

ア.軽 量● 骨系及び ●価 コン ク リー ト系プ レハ ブ方式 構● 物を 、そ れぞ れ ●棟 選定 す る

イ.調 査 表中 「建 築価格 」(所 有者 が建 築 会社 にに支払 った建 築費 であ り、 オ プショ ンの収得 価格 を 含む 。)欄 に つい て は、所有 者 か らの 聴収等 に よ り把握 す る

もので あるが、 その価 格が 実情 と合 わな い と思われ る場 合 にお いて は、 精通 者 の意 見 等 を参考 に して 、実情 に合 わ せ るこ と。 なお 、 この場 合の「 建 築価格 」

とは、 評価対象 部分 に係 るも のをい うもので あ るこ と。

ウ．｢(b)/(a)」欄 は、 小 数点第3位 を 四捨五 入 し、 小数点 第2位 まで す るこ と記載 こと 。

「室数」欄の 算定 に当 た っては 、応 接間 、居間 、寝室 、.「●

食 堂 、な どと呼 称 され る通 常 の生活空間 をい い、居間 と食 堂

あ るい は応接間 が一体と な ってい るも のは 、一 室 と して取 扱

い、納 戸、広縁 な どであ って も、5～7㎡ 程度 以上 の もの は、

一 室 と して室数 に含 め る
こ と 。

オ.「 オプ ションの取付 状況 」欄 は 、所 有 者及び メー カーに 聴取 し、標 準 仕様 ●比 較 の うえ、主 な もの を記載 す る こと。 ま た、 それ ぞれ の取得 価格 が わかれ ば、

併 せて記 載す るこ と。

カ.「 合 計」欄 は 、建築 価格 、再建築 費評 点数 を それ ぞれ合 計 し、 「(b)/(a)」 を算 出す るこ
と。

(例)
洋 室

和 室 玄 居 間

台 所

浴室

関関

※ 左 の図 の場 合 の室数 は 、

台所 、居 問 、和室 、及 び

洋室 の4室と な る。
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評 価 水 準 等 の 調 査 表(プ レ ハ ブ 方 式 構 造 建 物(軽 量 鉄 骨 系

市 名:

● ●

番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

メ ー カ ー タ イ プ 建築価格(a)

再 建 築 質

評 点 数(b)
(b)

(a)

建 床
面 積

延べ 床
面 積 階数 室数

オ プ シ ョ ン の 取 付 状 況

オ プ シ ョ ン の 名 称 取得価格

合 計

干 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

干 円

(円/㎡)

干 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

千 点

(点/㎡)

千 点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千 点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千 点

(鳶/㎡)

千点

(点/㎡)

千 点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千点

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡



評 価 水 準 等 の 調 査 表(プ レ ハ ブ 方 式 構 造 建 物)鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 系 ● ●

市 名:

番号 メ ー カ ー タ イ プ 建築価格(a)
再 建 築 費
評 薫 数(b)

(b)

(a)

建 床
面 積

延べ 床
面 積 階数 室数

オ プ シ ョ ン の 取 付 状 況

オ ブ シ ョ ン の 名 称 取得価格

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

合 計

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

(円/㎡)

千 円

千点

(円/㎡)

千 点

(円/㎡)

千 点

(円/㎡)

点

(点/㎡)

千 点

(点/㎡)

千 点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千点

(点/㎡)

千 点

(点/㎡)

千 点

(点/㎡)

千 点

●●

●

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡
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様式2

軽量鉄骨系プレハブ方式構造建物に係 る調査表
貴社名

1貫 社 の軽量 鉄骨系 プレハ プ住宅 の生産概要に つ きまして、昭和56年 度 、昭和61年 度及び 平成3年 度の各

年度につ き、それぞれ1年 度 間のものを次 の(1)か ら(6)ま での項 目について ご記 入願 います 。

(1)年 間 の建 築(供 給)棟 数に ついて

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

棟 棟 棟

(2)各 年度における床面積(延 べ床面積)別 の建築(供 給)棟 数の比率について

区 分

昭和56年 度

昭和61年 度

平成3年 度

60㎡ 未満

%

%

%

60㎡ 以上

㎡未満
90㎡ 以上

120㎡ 未満

120㎡ 以上

150㎡ 未満
150㎡ 以上

90

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

100

100

100

(3)貴 社 の代表的 な軽鉄 系 プレハ ブ建物(そ れぞれの年度 で最多販数 のもの)の 型式 ・階高 ・床 面積(延 べ床

面積 とします)及び 価 格(階 高 は小 数点以 下第2位 を 四捨 五入 、床 面積 は小数点以 下第3位 を四捨五入 、価

格は 円単位で記入 し、千円未満 を四捨五入 、1㎡ 当 た りの価格 は小数 魚以下 を四捨五入 と します 。)に つい

て

区 分

昭和56年 度

昭和61年 度

平成3年 度

型 式(タ イ プ)
階 高

一床 面 積
価 格 1㎡ 当た りの価 格

m

m

m

㎡

㎡

㎡

,円

,00円

,000円

円

円

円

000

0

(4)代 表的な建物 の価格構成に ついて(そ の他 の費 目がある場合 は費 目名 も ご記入願 い ます 。)

区,分

昭和56年 度

昭和61年 度

平成3年 度

主要構造部質 外 装 費 内 装 費 設 備
そ の 他

()
費 計

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%%

100%

100%

100%

(5)代 表的 な建物の原価構成 につい て

区 分

昭和56年 度

昭和61年 度

平成3年 度

材 料

%

%

%

工場等労務費

%

%

%

現場労務費

%

%

%

工場等 償却貨

%

%

%.

そ の 他

()

%

%

%

計

%

100%

%

費

100%

100%

(6)代 表 的な建物に おける各部分の おもな資材 について(例 を参 考に ご記入願 い ます 。)

昭和56年 度

昭和61年 度

平成3年 度

床組構造 外周壁骨組 仕切骨組間
階上:木 造束立床
地 上:コ ン ク リー ト叩

木 製パ ネル(断 熱材 入 り) 木製 パ ネル

-83-



()

昭和56年 度

昭和61年 度

平成3年 度

基 礎

布基礎(根 切工事を含む)

外壁仕上げ

石綿 セメ ン ト板VP吹 付

内装仕上げ
ビニ ー ル ク ロス

石膏 ボー ドにEP吹 付
記載例

(紀 載例)

昭和56年 度

昭和61年 度

平成3年 度

床仕上げ

たたみ

ク ッ シ ョン フ ロア

天井仕上げ
ビ ニ ー ル ク ロ ス

プ リン ト合板

屋根仕上げ

着 色 セメン ト板

2昭 和56年 度 、昭和61年 度及び 平成3年 度 の各年度 における代表 的な建物の標準量 につい て 、次 の(1)

から(7)ま での各項 目の うち該当 する欄 に各年度 毎 に1つ○ をつ けてお答 え顧 います 。

(1)主 体 構造部(軽量 鉄骨)(延べ 床面積 当 たり)

0.035トン/㎡ 未満

0.035トン/㎡ 以上ト ン/㎡ 未満

トン/㎡ 以上 トン/㎡ 未満

0.045トン/㎡ 以上 トン/㎡ 未満

トン/㎡ 以上

0.040

0.040 0.045

0.050

0.050

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

(2)外 周壁骨 組(延 べ床 面積当 た り)

0.9㎡/㎡ 未満

0.9㎡/㎡ 以上1.1㎡/㎡ 未

1.1㎡/㎡ 以上1.3㎡/㎡未 満

1.3㎡/㎡ 以上1.5㎡/㎡ 未満

1.5㎡/㎡ 以上

満

(3)間 仕切骨組(延 べ床 面積当 た り)

㎡/㎡ 未 満

㎡ /㎡ 以 上 ㎡/㎡ 未満

㎡/㎡ 以 上0.9㎡/未 満

㎡/㎡ 以 上1.1㎡/㎡ 未満

1.1㎡/㎡ 以 上

0.5

0.5

0.7

0.9

1.1

0.7

㎡/㎡ 未 満

㎡ /㎡ 以 上 ㎡/㎡ 未満

㎡/㎡ 以 上0.9㎡/㎡ 未満

㎡/㎡ 以 上1.1㎡/㎡ 未満

㎡/㎡ 以 上

0.5

0.7

0.9

1.1

0.7

昭和56年 度 昭 和61年 度 成3年 度平
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(4)外 壁仕上げ(延 べ床面積当たり)

㎡/㎡ 未 満

㎡ /㎡ 以 上1.1㎡/㎡ 未満

1.1㎡/㎡ 以 上1.3㎡/㎡ 未満

1.3㎡/㎡ 以上1.5㎡/㎡ 未満

1.5㎡/㎡ 以上

0.9

0.9

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

(5)内 装 仕上 げ(延 べ床 面積 当た り)

2.3㎡/㎡ 未満

2.3㎡/㎡ 以上2.5㎡/㎡ 未 満

2.5㎡/㎡ 以上2.7㎡/㎡ 未 満

2.7㎡/㎡ 以上2.9㎡/㎡ 未 満

2.9

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

(6)屋 根仕上 げ(建 て床面積11㎡ 当 た りの量)

1.0㎡/㎡ 以上1.2㎡/㎡ 未

㎡/㎡ 以上1.1/㎡ 未満

1.4㎡/㎡ 以 上1.6㎡/㎡ 未満

1.6㎡/㎡ 以 上

1.2

満

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

(7)建 具

① 外 部処具(玄関 ドアやアル ミサ ッシュ等外 部面 に施 工 され た建具)(延 べ床面積 当 た り)

0.35㎡/㎡ 未 満

0.35㎡/㎡ 以上㎡/㎡ 未 満

㎡/㎡ 以上 ㎡/㎡ 未満

0.55㎡/㎡ 以上0.65㎡/㎡ 未満

0.65㎡/㎡ 以上

0.45

0.45

0.55

② 内部建具(ふ すまや室内ドア等直接外部と接していない建具)(延 べ床面積当たり)

0.25㎡/㎡ 未 満

㎡/㎡ 以上 ㎡/㎡ 未満

0.30㎡/㎡ 以上 ㎡/㎡ 未満

0.35㎡/㎡ 以上0.40㎡/㎡ 未満

0.40㎡/㎡ 以上

0.250.25 0.30

0.35

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度
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3貴 社 のプレハブ 方式構造 建物の うち、軽 量鉄骨系 の特 徴(セ ー ルスポイ ン ト)に つ いてお教 え顧 い ます(な
お 、パ ンフレ ッ ト等が あ りま した ら、一緒 に ご送付願 い ます 。)。

4今 後、 プレハ ブ方式構造建物 の うち軽量 鉄骨系 は、標準的 な建 物や資材 等が どの よ うに変化 してい くとお考

えで すか。貴社 の考え方 についてお教 え願 い ます 。
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様式3

鉄筋 コンクリー ト系 プレハ ブ構造建物に係 る調査表
貴社名

1貴 社 の鉄筋 コンク リー ト系 プレハブ 住 宅の生産概要 につ きまして、昭和56年 度 、昭和61年 度及び 平成3

年度 の各年度 につ き、それぞれ1年 度 間のものを次 の(1)か ら(6)ま での項 目につ いて ご記入願 い ます。

(1)年間 の建築(供 給)棟 数に つ いて

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

棟 棟 棟

(2)各 年度 に おける床 面積(延 べ床面積)別 の建築(供 給)棟 数 の比率 について

区 分

昭和56年 度

昭和61年 度

平成3年 度

60㎡ 未 満

%

%

%

60㎡ 以上

90㎡ 未満

%

%

%

90㎡ 以上

120㎡ 未 満

%

%

%

120㎡ 以上

150㎡ 未 満

%

%

%

150㎡ 以上

%

%

%

100%

100%

100%

計

(3)貴 社 の代表的 な鉄筋 コンク リー ト系 プレハ ブ建 物(そ れ ぞれの年度 で最多販数 のもの)の 型 式、 階高、 床

而穣(延 べ床面 と します)及 び価 格(階 高 は小 数点以下第2位 を四捨五 入、床面積 は小数魚 以下第3位 を

四捨五入 、価格 は円単位で記入 し、千円未満 を四捨五入 、1㎡ 当た りの価 格は小数 点以下 を四捨 五入 としま

す 。)に ついて 。

積●

区 分

昭和56年 度

昭和61年 度

平成8年 度

型 式(タ イプ) 階 高

m

m

m

床 面 積

㎡

㎡

価 格

,000円

,000円

,000円

1㎡ 当 た りの価格

円

円

円

㎡

(4)代 表的 な建物の価格構成 について(そ の他の費 目があ る場合 は費 目名 もご記 入願 います。)

区 分

昭和56年 度

和61年 度

平成3年 度

主要構造部費 外 装 費 内 装 質 設 備
そ の 他

()
計

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

100%

100%

100%

昭

費

(5)代 表的 な建物 の原価構成 について

区 分 材 料 費 工場等労務費 現場労務費 工場等償却
そ の 他

()
計費

和56年 度

昭和61年 度

平成3年 度

昭 %

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

%

100%

100%

100%
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(6)代 表 的な建物 におけ る各部分の おもな資材 について(例 を参考 に ご記入顧 い ます 。)

(記 載例)

昭和56年 度

昭和61年 度

成3年 度

基 礎 間仕切骨組

布基礎(根 切工事を含む) 木製 パ ネル

外壁仕上げ

石綿 セメン ト板

VP吹 付

平

(祀 載例)

昭和56年 度

昭和61年 度

平成3年 度

内装仕上げ
ビニ ー ル ク ロス

石 膏ボ ー ドにEP吹 付

床仕上げ
た たみ

ク シ ョン フ ロ ア

天井仕上げ
ビニ ー ル ク ロ ス

プ リン ト合 板

(計己載例)

昭和56年 度

昭 和61年 度

平成3年 度

屋根仕上げ
シー ト防水

2昭 和56年 度 、昭和61年 度及 び平成3年 度 の各年度 におけ る代表 的な建物 の標 準量 につい て、次の(1)

から(7)ま での各項 目の うち該当 する欄 に各年度 毎 に1つ○ をつ けてお答 え願 い ます 。

(1)主 休構造部(プ レキ ャス トコンク リー ト板等)(延 べ床面積 当 た り)

0.20立 米/㎡ 未満

0.20立 米/㎡ 以上0.30立 米/㎡ 未 満

0.30立 米/㎡ 以上0.40立 米/㎡ 未 満

0.40立 米/㎡ 以上 立米/㎡ 以上

0.50立 米/㎡ 以 上

0.50

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

(2)間 仕 切骨組(延 べ床面 積当た り)

0.4㎡/㎡ 未 満

0.4㎡/㎡ 以上0.5㎡/㎡ 未満

0.5㎡/㎡ 以 上0.6㎡/㎡ 未 満

0.6㎡/㎡ 以上0.7㎡/㎡ 未 満

0.7㎡/㎡ 以上

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度
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(3)外壁 上 げ(延 べ床面 当た り)

0.8㎡/㎡ 未 満

0.8㎡/㎡ 以上0.9㎡/㎡ 未 満

0.9㎡/㎡ 以 上1.0㎡/㎡ 未 満

1.0㎡/㎡ 以上1.1㎡/㎡ 未 満

1.1㎡/㎡ 以上

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

仕 積

(4)内 装仕上 げ(延 べ床面積当 た り)

2.4㎡/㎡ 未満

2.4㎡/㎡ 以上2.7㎡/㎡ 未 満

2.7㎡/㎡ 以上3.0㎡/㎡ 未 満

㎡/㎡ 以上3.3㎡/㎡ 未 満

3.3㎡/㎡ 以上

3.0

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

(5)屋 根仕 上げ(建 て床面積1㎡ 当 た りの量)

1.0㎡/㎡ 以上1.1㎡/㎡ 未 満

1.1㎡/㎡ 以上1.2㎡/㎡ 未 満

1.2㎡/㎡ 以 上1.3㎡/㎡ 未 満

i.3㎡/㎡ 以 上

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

(6)建 具

① 外部建 具(玄 関 ドアやアル ミサ ッシ ニ等外部面 に施工 され た建具)(延 ぺ床面積 当た り)

0.20㎡/㎡未 満

0.20㎡/㎡ 以上0.30㎡/㎡ 未満

0.30㎡/㎡ 以 上0.40㎡/㎡ 未 満

0.40㎡/㎡ 以 上0.50㎡/㎡ 未 満

0.50㎡/㎡ 以 上

昭和56年 度 昭和61年 度 平成3年 度

② 内部建具(ふ すまや室内ドア等直接外部と接していない建具)(延 べ床面積当たり)

0.40㎡/㎡ 未 満

0.40㎡/㎡ 以上0.50㎡/㎡ 未 満

0.50㎡/㎡ 以 上0.60㎡/㎡ 未 満

0.60㎡/㎡ 以 上0.70㎡/㎡ 未 満

㎡/㎡ 以上0.70

昭和56年 度 昭和61年 度 平 成3年 度
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3貴 社の プレハ ブ方式構造建 物の うち、鉄 筋 コンク リー ト系 の特 徴(セ ー ルスポイ ン ト)に つ いてお教 え願 い

ます(な お、 パ ンフ レッ ト等 があ りました ら、一緒 にご送付願 います 。)。

4今 後 、プレハプ方式構 造建物の うち鉄筋 コンク リー ト系 は、標 準的 な建 物や資材等 が どの よ うに変化 してい

くとお考 えで すか。貴社 の考え方 についてお教 え願 い ます 。
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